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第２章 商業の現状と課題 
 

 第１節 商業を取り巻く社会情勢 

 

 １．少子高齢化と人口動態の変化 

   日本全体で進む少子高齢化は、明石市においても同様に顕著であり、将来的な人口

の減少や高齢化率のさらなる上昇が避けられない状況です。 

   また、若年層の都市部への流出や出生率の低下による生産年齢人口（15～64歳）の

減少が見込まれます。 

   これらのことから、地域における商業の顧客基盤が縮小し、特に若年層向けの商品・

サービスの需要減退が懸念されます。 

   一方で、高齢者人口の増加による日用品や医療・介護関連商品、利便性の高い買物

環境の整備に対する需要の拡大が見込まれており、地域の商業形態の多様化が求めら

れることが予想されます。 

   また、高齢者の移動手段が限られる場合が多く、徒歩や公共交通機関でアクセス可

能な生活必需品の販売拠点の確保も重要な課題となっています。 

 

審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．消費者ニーズの多様化と購買行動の変容 

   スマートフォン等ＩＴ機器の普及や情報通信技術の高度化により、消費者は様々な

購買チャネルを利用できるようになりました。 

   従来の店舗での対面購買に加え、オンラインショッピングや宅配サービスが普及し、

多様な消費形態が同時に存在しています。 

   こうした多様化は、単に利便性の向上を指すだけではなく、商品の品質・安全・環

境配慮、食の安心・安全などに対する消費者の「価値志向」の高まりが背景にありま

す。 

 

審議会におけるご意見 
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 ３．大型店・商業施設の進出と流通構造の変化の影響 

   郊外を中心とした大型ショッピングモールやディスカウントストアなどの大型店・

商業施設の増加は、多様な商品の一括購入の利便性や低価格での購買で多くの消費者

を引き付けています。 

   これに伴い、従来の地域の商店街や個々の商店は売上の減少と販売競争の激化に直

面しています。 

   さらに消費者はオンラインを通じても買物が可能となり、地域の商店街等は集客力

や市場競争力の維持に苦慮しています。 

   また、空き店舗の発生による店舗の空洞化が進んだ商店街等では、消費者へのサー

ビスや地域の活力の低下が進行し、それが地域全体の課題となっています。 

 

審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．新型コロナウイルス感染症を契機とした社会変容 

   新型コロナウイルス感染症の流行は地域商業に急激な環境変化をもたらしました。 

   外出自粛や店舗の営業時間の短縮、イベントの中止などにより、消費が冷え込み、

対面型の商業活動は大きな打撃を受けました。 

   加えて、消費者は衛生面の安全確保を重視するようになり、非接触・非対面型の購

買形態やデジタル決済の普及が促進されています。 

   今後も引き続き、感染症対策を踏まえた安心・安全な買物環境づくりや、デジタル

技術の活用による新たな商業モデルの展開などが予想されます。 

 

審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５．地域経済のグローバル化と持続可能性（ＳＤＧｓ）の高まり 

   世界的な経済のグローバル化は地域経済にも影響しており、輸入品の普及や国際競

争の激化により商業構造に変化をもたらしています。 

   一方で、地域に根ざした商業や地元産品への関心が高まる傾向もあります。 
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   加えて、環境保全や社会貢献を目指すＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への対応は、

地域商業に新たな価値の提供や競争力強化の観点をもたらしています。 

   例えば、エコ商品、リサイクル、エネルギー効率の向上など、環境配慮型の経営や

地域コミュニティとの連携の強化、働きやすい職場づくりなどの社会的責任も今後の

重要な課題となっています。 

 

審議会におけるご意見 
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第２節 明石市における商業の現状 

 

 １．明石市の概要 

  (1) 明石市の位置 

    明石市は東経 135 度日本標準時子午線上に位置しており、兵庫県中南部の阪神都

市圏と播磨臨海地域が接し、海を隔てて淡路島を望んでいます。 

    明石市の東側は神戸市、西側は加古川市や播磨町、稲美町と接しており、南側は

瀬戸内海に面しています。東西に細長く平坦なまちを形成しており、市域面積は

49.41㎢、南北の最長は 9.4㎞、東西の最長は 15.6㎞、標高は最大 94.6ｍです。 

    気候は瀬戸内式気候に属し、年間を通じて降雨が少なく温暖です。阪神都市圏や

播磨臨海地域、本州と淡路島・四国を結ぶ交通の要衝として発展しており、現在も

阪神間へのアクセスの良さが明石市の特徴となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 明石市の人口動向と将来予測 

    明石市の人口は、「あかしＳＤＧｓ後期戦略計画（明石市まち・ひと・しごと創生

総合戦略（第３期））」によると、2025年 10月 1日現在で 306,536人となっており、

2013年から 13年連続で増加しています。 

    年齢の 3区分別人口をみると、2013年と比較して生産年齢人口（15～64歳）の人

数および割合は減少している一方で、老年人口（65歳以上）は増加しています。年

少人口（14歳以下）の人数および割合は微増傾向にあります。 
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    また、将来人口推計は、後期戦略計画によると、2030年の人口は、約 308,900

人となっており、2030年以降は、高齢化の更なる進展による大幅な自然動態（出

生－死亡）の減少に伴い、本市においても人口減少に転ずることが予測されていま

す。 
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 ２．明石市の商業 

  (1) 明石市の商業団体（商店街等）の推移 

    商店街団体数は、平成 23 年から約 30 団体で推移していましたが、令和 2 年に市

が商店街による活動を推奨し、約 10団体増加しています。 

    これは、新型コロナウイルス感染症拡大時における互助体制強化の効果と考えら

れます。 

 

   
【出典：商工政策課調べ】 
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審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 明石市の小売業 

    令和３年の小売店舗数は、平成３年と比べると半数以下に大きく減少しています。 

    従業者数、年間販売額、売場面積は、平成 20 年のリーマンショックや平成 23 年

の東日本大震災の影響で大きく落ち込みました。 

    この状況を打開するため、平成 24 年 12 月に発足した第２次安倍内閣が推進した

アベノミクスにより、大規模な金融緩和や財政支出が実施され、その結果、これら

の指標は再び増加に転じています。 

    ただし、減少が始まる前の平成 19年の水準にはまだ回復していない状況です。 

 

 
【出典：商業統計調査、経済センサス】 

 

審議会におけるご意見 
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 第３節 明石市における商業の課題 

 

 ※以下については、各方面からの意見を集約後、課題を項目ごとまとめて掲載する予定 

 

 １．審議会でのご意見 

  (1)小売店が減少して、大型店やコンビニができ、飲食店が増えている。 

  (2)キャッシュレスの普及が遅れている。 

  (3)ネット販売の影響が現れている。（プラス、マイナスもある） 

  (4)商店街や個店ではポイントサービスの導入は難しい。 

  (5)若い人は商店街で買い物していない。 

  (6)商店街の認知がされていない。 

  (7)買い物が市外に流出している。 

 

審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．市民ワークショップでのご意見 

  (1)若年層向けの店が商店街に少ない。 

  (2)シャッターの並ぶ商店街。 

  (3)昔からの小さな店が少なくなった。小売店や魚屋さんが減った。 

  (4)日常の買い物をするところがない。 

  (5)歩いて行ける店がない。車運転できなくなったら不安。 

  (6)買い物できるスポットが偏っている。 

  (7)チャレンジができる店舗がほしい。 

  (8)すばらしい商品や、新しい賑わいがあるのに知名度がない 

 

 ３．アンケートでのご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートでの意見を掲載予定 
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 ４．パブリックコメントでのご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第４節 地域貢献事業とまち賑わい創出事業の実施状況 

 

   地域貢献事業とは、店舗等が立地する地域において、商業者自身が地域社会の一員

として、自ら又は地域住民と協働し、地域自治や地域振興への寄与、生活環境の向上、

買物環境の改善などを目的とした活動を計画的に企画・実施する取組みを指します。 

   まち賑わい創出事業とは、商業団体等がまちの賑わいを創出することを目的に実施

する各種取組み（イベント等）を指します。 

   下記のグラフ表は、それぞれの事業の実施団体数の推移を示しています。 

 

 
【出典：商工政策課調べ】 

 

審議会におけるご意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パブリックコメントでの意見を掲載予定 
 

 


